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推進 推進
　荒川区における国民健康保険制度及び後期高齢者医療制度を安定
的に運営していくための取り組みを行っていく。

分類についての説明・意見等
施策の分類

決算値（一般被保険者）
(22年度は見込額)

関連部課名 健康部健康推進課

指
　
　
　
　
標

国民健康保険
被保険者数

施策の成果とする指標名
指標の推移

目標値
(28年度)

68,070人

国民健康保険被保険者
１人あたり医療費

──
各年度末現在の値
(22年度は5月末日現在)

受診者数／対象者数（22年
度は目標値･目標値(28年度)
は24年度の目標値）

65％

（今までの成果及び指標分析を踏まえて）
　
○国民健康保険制度の将来にわたる持続的かつ安定的な運営を確保するため、納付案内センターに
よる電話催告や滞納者の財産調査の強化など、収納率の向上を目指し取組の充実を図る。
○特定健診・特定保健指導事業については、生活習慣病予防を通じて区民の健康増進、生活の質の
向上を図るため、保健衛生部門との連携を強化し、医療費の適正化につなげていく。
○後期高齢者医療制度については、新たな制度への円滑な移行に向けた準備を進める。また、医療
保険制度の広域化については、国民健康保険法等の一部改正により、都道府県において広域化等支
援方針を定めることができるようになったことから、東京都の動向を注視していく。

国民健康保険料
現年度分収納率

55％

──

42.7％

──

270,753円

81.91％

特定健診受診率

目標値は責任収納率91.00％

83,484人

233,389円

85.52％

276,893円

81.98％

68,376人 69,065人

285,374円

21年度

行政評価
事業体系

分野

生涯健康で生き生きと生活できるまちの実現[01]

20年度19年度
指標に関する説明

22年度

○法令の定めるところにより、区が保険者として国民健康保険制度を運営し、被保険者の疾病、負
傷、出産又は死亡に関して必要な保険給付及び特定健診・特定保健指導を実施するとともに、後期
高齢者医療制度の円滑な運営を図り、区の社会保障の向上及び区民保健の向上に資する。

生涯健康都市[Ⅰ]

部課名

課長名
施策No健康を支える保険・医療体制の確立 01-04

福祉部国保年金課

村松　猛 2370内線

政策

施策名

── 43.6％

前年度設定 今年度設定

○国民健康保険の財政運営は、急激な高齢化や医療の高度化に伴う医療費の増大などにより、年々
厳しさを増している。特に当区においては、国保加入率（被保険者数）が23区中3位と高く、1人あ
たり医療費も23区中1位（いずれも20年度）と高額であるなど、厳しい条件下にある。しかしなが
ら23区については統一保険料方式を採用しているため、結果として当区において被保険者が負担す
べき保険料は、かかる医療費に比べると相対的に割安となっている状況である。
　当区における国保制度を安定的に運営していくためには、収納率の着実な向上、特定健診等の実
施による成人病予防の推進等が重要な課題である。
○後期高齢者医療制度については廃止が決定されており、現在、高齢者医療制度改革会議におい
て、平成25年4月から開始する新たな制度が検討されている。
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推進

推進

推進

推進

推進

重点的
に推進

6,979,029

推進426

推進

推進

4,248 4,232

22,117,856

237,522 279,870

453

21,115,747

31,263

13,474

14,447 27,432

06-06-01

06-06-02趣旨普及費

国民健康保険運営協議会事
務

施策を構成する事務事業の分類

今年度
設　定

事務事業No 分類についての説明・意見等

複雑化する医療制度について、幅広
い意見を聴く必要がある。

資格賦課事務は国保すべての基礎となる
業務であり、厳格かつ適正な執行が求めら
れる。

06-06-03

20年度 21年度

7,659,412

被保険者の健康の保持増進のため、必要
な事業を行う。

06-06-14

法定事業内容であり、現状のまま継
続していくが、後期高齢者医療制度
の動向を注視していく。

法定事業であり、現状のまま継続す
る。

より一層効率的な手法により、広報内
容の充実を図る。

施策推進のた
めの分類

前年度
設　定

06-06-10

小　計

給付事務費

医療費適正化対策事業費

退職被保険者療養費

一般被保険者療養給付費

退職被保険者療養給付費 06-06-13

一般被保険者療養費

国民健康保険事業特別会計
の拠出金及び納付金、その他
拠出金

特定健診・特定保健指導事業

06-06-04

賦課事務費 06-06-07

保健事業費 06-06-05

06-06-06

国民健康保険団体連合会負
担金支出事務

事務事業名
決算額（千円）

高額療養費等支払費用貸付
事業

06-06-11

32,461

6,833

7,515

13,115,102

2,468

06-06-15

06-06-12

出産費資金貸付事業

法定の事業内容であり、現状のまま継
続するが、医療費適正化の取組に
伴って総額の減少が望まれる。

法定の事業内容であり、現状のまま継
続するが、医療費適正化の取組に
伴って総額の減少が望まれる。

高額な医療費の支払がある際、一時
的な費用の貸付けの需要は高い。

医療機関への直接払制度の定着、貸
付実績の推移に注視していく必要があ
る。

被保険者への適正な給付に努めてい
く。

医療費適正化は新たな医療制度改
革においても焦点となっており、今後も
重点を置いて展開していく必要があ
る。

法定の事業内容であり、現状のまま継
続するが、医療費適正化の取組に
伴って総額の減少が望まれる。

特定健診等実施計画に掲げた受診
率の目標等を達成できるよう、健康部
との連携を強化していく。

重点的
に推進

1,799 1,769

2,77006-06-09

継続 継続

継続 継続

9,92406-06-08

継続

推進

2,781

推進

重点的
に推進

推進12,800,771

20,193

推進推進

推進

重点的
に推進

推進

制度自体は２６年度に廃止予定であ
るが、法定の事業であり現状のまま継
続する。

578,367 518,738 推進 推進

425,724 454,096 推進 推進
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継続

前年度
設　定

20年度 21年度

施策推進のた
めの分類

施策を構成する事務事業の分類

事務事業名
決算額（千円）

推進1,378,892高額療養費

56,45106-06-16診療報酬の審査および支払 継続

推進

継続

推進 推進

診療報酬の審査および支払
（老人保健）

結核・精神医療給付金

老人保健法による医療制度及
び老人医療費助成制度の医
療費等助成事務費

医療の給付（老人保健現物給
付）

医療費の支給（老人保健現金
給付）

重点的
に推進

後期高齢者医療制度に係る
事務事業

健康診査事業費（後期高齢者

06-06-28

小　計

収納率向上対策事業費（後
期高齢者）

116,558

法定事務内容であるが、区民への周
知及びシステム改修等重要事業であ
る。

06-06-27

06-06-30

収納管理費（後期高齢者）

継続

06-06-24

06-06-25

06-06-26

199,049

9,035

40,660 継続

06-06-22

継続

推進

370 継続

出産育児一時金

葬祭費

0

13,23312,46906-06-21

36,960

移送費

144,241

06-06-23

06-06-17

06-06-18

06-06-19

06-06-20

6,117,369

1,395,586

41,812

20,966

1,140

5,835

601

20

継続

推進

継続

43,969

1,518

4,626,522

5,901

140,269

継続

継続

65,016

1,444,782

0

128,950

22,890

改善・
見直し

推進

継続

事務事業No

継続

重点的
に推進

重点的
に推進

重点的
に推進

継続 継続

後期高齢者医療保険料の収納に係
る経費であり、重視される分野である。

推進

推進 推進

分類についての説明・意見等
今年度
設　定

法定事業であり、経過措置終了まで
現状のまま継続する。

国保運営上の必要な事業であり、現
状のまま継続する。

法定事業である。

法定事業であり、現状のまま継続す
る。

収納率向上に向け、今後、創意工夫
をしていく。

対象者の受診率の向上に向け、健康
部との連携を強化していく。

法定事務であり、継続していく。

法定事業であり、経過措置終了まで
現状のまま継続する。

法定の事業内容であり、給付件数も
増加している。

療養費支給事務の一部であり、実績
もないことから、一般被保険者療養費
及び退職被保険者療養費の事務事
業に統合する。

法定の事業内容であり、少子化対策
に寄与している。

法定事業であり、現状のまま継続す
る。

必須の業務内容に係る事務費であ
り、現状のまま継続する。

広域連合分賦金等事業費 06-06-29 2,698,375 2,718,343
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基礎年金事務費 06-06-35 1,544 1,431 継続 継続

収納率向上対策事業費
重点的
に推進

施策推進のた
めの分類

前年度
設　定

今年度
設　定

継続継続

現状の規模で実施する。

25,905,010　合　　計 28,375,752

一般事務費（福祉年金事務）

心身障害者医療費助成事業 06-05-44 494

06-06-34 376

270

事務事業名

施策を構成する事務事業の分類

06-06-32

葬祭事業費（後期高齢者）

収納管理費

事務事業No

06-06-31

20年度

決算額（千円）

17,918

60,466

継続

72,842

推進

推進17,353

342

70,503

21年度

小　計 140,527 162,741

06-06-33 59,729

推進
東京都広域連合の給付事業に、区が
上乗せして支給しており、優先度は高
い。

継続

収納率向上に向け、優先度の高い事
業である。

法定受託事務であるが、規模は減少
傾向にあり、現状のまま継続していく。

推進

重点的
に推進

法定受託事務である。

保険料の収納率向上に努める。

分類についての説明・意見等


